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音楽産業の地理的展開に関する考察

地方都市への分散の可能性をめぐって

渡 部 薫

１. はじめに：問題設定

文化産業は､ 現在､ 今後の日本の重要なリーディング産業の一つとして

認識され､ 国の産業政策の重要な対象となりつつある｡ しかし､ そこでは

国全体という視点が強く､ 地方が視野に入っていない｡ この産業は東京一

極集中的な傾向が強いが､ この産業の発展に期待するのであれば､ 地方に

おいて展開する可能性も検討したいところである｡ 本稿は､ このような関

心から､ デジタル技術がこの産業に対して及ぼす影響に着目し､ この産業

の中でも音楽産業の地方への展開にどのような可能性を与えるかについて

論じるものである｡

情報通信技術の発展は現在の経済社会を大きく変化させてきたが､ 個人

の創造性から生まれる知的創作物を主要な財として扱う多くの文化産業は､

対象とする財の情報財 (１) としての性質から他の産業以上に多大な影響を

受け､ また､ 発展してきた｡ 現在では､ デジタル技術の進展によって財と

しての文化コンテンツが容易に取得・流通あるいは生産できるようになり､

この産業の生産や流通のあり方が大きく変化している｡ 文化産業の中でも､

音楽産業ではデジタル技術の進展による影響はとりわけ激しく､ デジタル

化した音楽コンテンツのインターネット配信や共有・複製の普及・一般化

に伴って､ 従来の収益の中心であった音楽��の売上は大きく下落してい
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る｡

このような音楽産業の基本的な条件が大きく変化している状況の中で､

かつてレコード産業を中心に組み立てられていた生産及び流通の体制は崩

れつつあり､ レコード産業は組織の再編､ 縮小を余儀なくされ､ 音楽小売

業は縮小あるいは廃業に追い込まれている｡ 音楽産業の地理的分布につい

ては､ これまで音楽の生産ではレコード産業を中心に東京への一極集中型

の構造が長く続いてきた｡ しかし､ 現在では､ レコード産業の影響力の低

下に伴って､ また､ デジタル技術やネット環境の活用によって自立するアー

ティストや独立系のレーベルが増加している｡ このような変化は音楽産業

の今後の地理的展開にどのような影響を及ぼすのであろうか｡ 東京一極集

中構造が崩れ､ 地方への分散が起こる可能性はあるのであろうか｡

本稿は､ 地方都市において文化産業が発展する可能性を追究することを

狙いとして､ デジタル技術の進歩とネット環境の発展が文化産業に与える

影響に着目し､ 文化産業の一サブセクターである音楽産業がどのような地

理的展開をしていくのかについて検討を行うものである｡ そこでの主要な

関心は地方都市でアーティストやレーベルが集積し､ 新たに音楽の生産が

行われる可能性を検討することにある｡ 本稿は､ この問題についての議論

を検討・整理し､ 追究すべき論点を明確にしようとするものである｡

なお､ ここでは音楽産業としてポピュラー音楽産業を取り上げる｡ ポピュ

ラー音楽産業は､ 楽曲の創造を中心とした音楽の生産という文化産業に特

有の創造的活動が産業活動の主要部分を占めているという特徴があり､ ま

た､ 比較的生産・販売額が大きいため地方都市の活性化を考える場合に意

義が大きいからである｡ そのため､ ポピュラー音楽産業の中でも､ 端的に

は楽曲という形で示される音楽コンテンツの生産に関わる活動に焦点を置

くものである｡
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２. 音楽産業のこれまでの地理的分布

ここでは､ まず､ 我が国における音楽産業のこれまでの地理的分布状況

について概観し､ そのような状況を生み出してきた要因について検討する｡

文化産業は全体として基本的にその国の首都等の一部の大都市に集中す

る傾向にある｡ これは､ 産業の国土的な配置状況に関わっており､ 英国の

ような首都ロンドンに大企業の本社や金融､ メディア､ 情報産業等が集中

している国では､ ドイツのように連邦制を敷き､ 首都ベルリン以外でもフ

ランクフルトやミュンヘン､ ハンブルクのような地方圏の都市にもそのよ

うな産業の一定の集積を備えている国に比べて､ その傾向が強くみられる｡

我が国は英国以上に首都である東京に集中する傾向が強く､ 文化産業の中

でも成長著しいメディア関連のコンテンツ産業は､ 東京及びその周辺に大

きく集中している (２) ｡ 長谷川・水鳥川 (2005) によると､ 映画制作会社

の約60％､ アニメ制作会社の約80％､ ゲーム制作会社の約80％が東京に立

地している｡ 音楽制作については､ 増淵 (2010) によると､ レコード会

社 (３) の約50％が東京に集中している｡ ここで注意したいのは､ この数字

は､ 本社や企業間の重層構造の中の親企業にあたる企業だけを指している

のではなく､ 実際の制作現場も含まれているということである｡ このよう

な状況は､ 文化産業全体の傾向として､ コンテンツの発注者である放送局､

出版社等の各種メディア､ ゲーム・コンテンツに関しては通信サービス､

インターネットサービス等の企業が東京に集中しているからであるが､ コ

ンテンツ制作のあり方にも関わっている｡ 従来の製造業によるモノの製造

と異なり､ コンテンツの制作は一般にプロジェクト・ベースであり､ 制作

過程では発注者と制作者側が緊密な接触に基づく頻繁な打ち合わせを要す

るため､ 制作者は発注者に地理的に近接していることが望ましいのである｡

音楽コンテンツの生産に関わる産業については､ 上述したようにレコー
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ド会社の約50％が東

京に集中している｡

この割合は他のコン

テンツ産業に比べる

と小さいが､ 本社機

能については､ 社団

法人日本レコード協

会によると､ 2013年

８月現在では加盟企

業65社すべてが東京

に本社を置いており､

東京への集中が著し

いことがわかる｡ 現

在でもメジャー企業

は��等のパッケー

ジ市場の約90％を占

めており､ その意思

決定権限を持つ本社

機能が東京に集中し

ているということは

コンテンツの生産に

おいて非常に重要である｡ 音楽コンテンツの生産には､ レコード会社以外

にも､ マネジメント会社､ 音楽出版社､ そして､ 当然､ 楽曲の制作に関わ

る作曲家､ 作詞家､ 演奏するミュージシャン等のアーティストがいる｡ ま

ず､ ミュージシャンの管理や楽曲､ ミュージシャン自体のプロモーション

を行うマネジメント会社については､ 藤本 (2010) が指摘するように､ 圧

倒的に東京一極集中であり､ 社団法人日本音楽事業者協会によるとマネジ

メント会社の本社は加盟企業104社のうち101社が東京に本社を置いている｡
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図表１：レコード会社の都道府県別立地(2008年)
都道府県 立地数 全国比

東 京 都 363 47.5%

大 阪 府 46 6.0%

福 岡 県 34 4.4%

神奈川県 32 4.2%

愛 知 県 28 3.7%

北 海 道 24 3.1%

静 岡 県 24 3.1%

埼 玉 県 17 2.2%

兵 庫 県 15 2.0%

千 葉 県 13 1.7%

全 国 計 765 100.0%
出典：増淵 (2010) より

図表２：レコード協会加盟企業の本社の立地分布(2013年)
本社所在地 正会員 準会員 賛助会員

千代田区 ２ ２ 11

港 区 ６ ６ ９

文 京 区 １ ２

渋 谷 区 ７ ８ ７

新 宿 区 １

品 川 区 １

世田谷区 １

三 鷹 市 １
出典：社団法人レコード協会のホームページより作成



音楽出版社は､ 作詞者､ 作曲者の委託を含めて楽曲のプロモーションと著

作権の管理をする会社である｡ ただ､ 実際には､ レコード会社や放送局､

場合によってはアーティストやマネジメント会社が､ 楽曲の著作権収入を

めぐって､ 自分の系列の音楽出版社に任せたり､ あるいは自ら設立したり

することが多く､ ここで問題とする地理的な分布については､ ほとんどの

場合上述のアクターに付属するものであると考えていいと思われる｡ アー

ティストに関しては､ 職業分類等の公式統計には表れないが､ プロフェショ

ナルのアーティストかアマチュアか､ あるいは､ 音楽を本業としているか､

副業としているか等､ 音楽を個人の仕事上どう位置づけるかによって傾向

は異なると考えられる｡ 本業としているアーティストに関しては､ 多くは

マネジメント会社に所属していること､ レコード会社と専属契約関係にあ

ること､ ミュージシャンの場合は活動の舞台がメディアとの関係に左右さ

れる場合が多いこと等の制約から､ 詳細は不明なものの東京に本拠を置い

ているケースが多いと言われている｡

以上見てきたように､ 日本国内においては､ 音楽コンテンツの生産に関

するアクターは､ 東京に大きく集中している｡ これは､ 一つには､ メディ

アとの関係に大きく関わっていると考えられている｡ マスメディア､ 特に

放送メディアは､ より多くの消費者に商品としての音楽コンテンツを訴え

ることが可能であるため､ 音楽コンテンツの宣伝にとって非常に重要な役

割を果たしてきた｡ 増淵は､ レコード産業の歴史的な発展過程を分析し､

その過程におけるメディアとの相互依存関係の持つ意義を強調し､ ｢第二

次大戦前においては映画､ ラジオとの相互依存が主流だったが､ テレビの

開局によってそのシステムが再編され､ 音楽コンテンツ産業は発展してき

た｣ (増淵 �����������：���) と論じている｡ 音楽コンテンツの生産・流

通過程は､ 制作､ 宣伝､ 販売､ 録音､ 製造､ 配送 (流通) という６つの過

程から成り立っているが､ 中心となるのは前半の３者､ すなわち､ 商品を

企画 (制作)､ 宣伝し､ 販売するというプロセスである (生明 2004：�106)｡

そして､ このプロセスに､ レコード会社を中心に､ アーティスト､ マネジ
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メント会社､ 音楽出版社が関わっていくのである｡ そこでは､ 楽曲あるい

はミュージシャンをどうプロモートしていくかが非常に重要なポイントで

あり､ そのため放送メディア､ とりわけテレビ局との関係が重要となって

くるのであるが､ さらには､ 広告代理店もここに加わってくる (４) ｡ 国内

ではテレビが消費者の音楽の認知､ 選択において非常に大きな影響力を持っ

ているからである｡ しかも､ そこでは､ 全国テレビ放送ネットワークが東

京にあるキー局を中心に形成されているという日本特有の事情も働いて､

音楽コンテンツ生産の主要なプロセスが東京で展開されるということにな

るのである｡

以上のような説明はメジャー系のレコード会社を中心とした生産体制に

ついてのものであるが､ 現在では､ インディーズと呼ばれるメジャー企業

からは独立した小規模なレコード会社が70年代以降徐々に増え､ 存在価値

を高めてきている (５) ｡ インディーズは､ メジャーが扱わないような､ 市

場が限定されている音楽や新しいジャンル・形態の音楽を取り上げるもの

が多く､ インディーズが手を付け一定の成功を収めることでメジャーが参

入してくるという傾向がある｡ インディーズは､ 活動内容も組織形態､ 設

立主体・目的も様々であり一括りに扱うことはできないが､ メジャーと異

なり特定の消費者を対象としており広く大衆にアピールする必要がないの

で､ 宣伝費も小さくすみ､ 放送メディアとの関係も重要でないため､ 立地

において必ずしも東京にこだわる必要はない｡ しかし､ 小規模であるから

こそ､ 後述するような関連機能や同業者との協力関係が必要であるため東

京やその周辺地域､ あるいは､ 他の大都市圏に立地することはかなり重要

である｡ しかも､ インディーズが取り上げるアーティストや対象となる聴

衆の多くを占める学生たちが好んで集まる場所 ライブハウスに近接し

ている場所等 を活動拠点とする場合が多いので､ やはり東京等の大都

市は立地上の高い優位性を持っている｡

音楽コンテンツの生産は､ これまで論じてきたアクターだけで遂行され

るのではない｡ アーティストやレコード会社､ マネジメント会社､ 音楽出
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版社､ テレビ局以外にも､ 録音スタジオ､ 練習スタジオ､ レンタル楽器関

係者､ プロデューサー､ スタジオエンジニア､ スタジオミュージシャン等

の音楽制作関係者､ デザイナー､ カメラマン､ 写真撮影スタジオ等の��

のアルバムカバー制作関係者､ 各種放送関係者､ ビデオディレクター､ ビ

デオ撮影スタジオ等の音楽ビデオ制作関係者､ ライター､ 出版社､ 新聞社､

広告代理店､ ��制作企業等の広告関係者などの､ 文化産業を中心とした

各種の関連産業の力を借りて音楽コンテンツの生産は成り立っている (６) ｡

その点において､ 東京はこのような関連機能が集積しており､ 必要な機能

を時間コストも移動コストもあまりかけずに調達することができるという

有利さを持っているということができる｡

このような音楽コンテンツ産業の東京への地理的集中に対して､ 藤本

(�������) は､ ①輸送費用の最小化､ ②ミュージシャン､ 関連産業､ 楽曲の

希少特性という､ 音楽コンテンツという財の持つ性質､ ③専門情報循環､

の３つの要因を挙げてその理由を説明している｡ まず､ ①輸送費用の最小

化は､ 音楽コンテンツ生産に関わるアクターが地理的に近接することによっ

てアクター間の交通・通信・運送費用を最小限に抑えることが可能になる

ということを意味している｡ 次に､ ②希少かつ特殊な財の性質という要因

については､ 音楽コンテンツという財が持つ､ 消費者と生産者の非同時性・

非近接性という性質のために､ 楽曲やミュージシャンに関する情報の非対

称性が支えられことに目を向けている｡ それによって楽曲のプロモーショ

ンや販売にとって有利な情報のみ表出させることが可能になるが､ そうす

るためにはアクターが近接していることが必要となるのである｡ 最後に､

③専門情報循環については､ 音楽コンテンツの生産においては専門情報の

交換が重要であるが､ 当事者間の情報の秘匿厳守が求められるため､ もっ

ぱらフェイス・トゥ・フェイスの対面接触によって情報交換が行われるこ

とが地理的集中を招くのである｡ 育成段階のミュージシャンの個人情報を

始めとして､ 音楽コンテンツに関わる専門情報を管理するためには､ 組織

の内部でも組織間でも､ 常に相互が対面で接触して情報交換することが必
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要であり､ そのため､ 専門情報は特定の地域 すなわち､ 東京の一部地

域 (港区､ 渋谷区) のみにおいて循環することになる｡ 新規に音楽ビ

ジネスに参入する場合にはこの情報循環のループに加わる必要があるため､

地方圏から音楽ビジネスの関連企業が移転していき､ さらに専門情報の循

環が強化され､ そのことが一層の音楽関連企業の東京集中を累積的に強化

させていると論ずる｡

藤本は､ 以上のように､ 輸送費最小化､ 財の性質､ 専門情報循環を要因

として､ 音楽コンテンツ生産の主要なアクターであるミュージシャン､ マ

ネジメント会社､ レコード会社が三位一体となって東京に集中的に立地し

行動しており､ その結果､ 制作・流通面での音楽産業の連関効果は東京内

に温存され､ それによってさらに地方圏に波及することが難しい状況を生

み出していると論ずる｡ 藤本は､ ３つの要因の中でもとりわけ専門情報循

環の持つ意味を重視し､ 三位一体の専門情報循環のループが自己強化的に

東京への集中を高めていることを強調する｡ ただし､ この議論では､ 情報

の価値を維持するための秘匿性の観点から対面接触とそれによる専門情報

循環の意義を論じているが､ 文化産業の研究では､ 一般的に創造性の観点

から専門家同士の対面接触を中心とした密接な相互作用の重要性を論じて

いる｡ すなわち､ 文化的商品の財の性質から創造性やイノベーションが重

要であるため､ それらを生み出すために信頼関係を持つ特定の専門家間､

あるいは専門特化した事業者間での対面接触による相互作用が重要であり､

そのため特定の地域に集積する傾向を持つと論じている (７) ｡ 音楽産業に

おいても､ 当然このような相互作用は重要である｡ 生明が論じるように､

音楽コンテンツの生産においては､ レコード産業が中心となって音楽制作

や音楽ビジネスの ｢プロフェッショナルが集まり､ 感性やスキルやアイディ

アを出し合い､ ぶつけ合うことによって､ 完成度が高く質のよい音楽が生

まれ｣ (生明 2012：�27) てきたのである｡ そして､ このような場と資金

を提供してきたのがレコード会社である｡ このように質の高い音楽を生み

出すために必要な専門家間の密接な相互作用はレコード産業によって支え
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られてきたのであり､ このことも音楽コンテンツ生産に関係するアクター

の東京への集中を説明している｡

３. 環境の変化 (デジタル技術の進展と
ネット環境の発展) による変化の方向性

前章では音楽産業の国内における地理的分布状況を説明してきたが､ そ

のような状況を生み出してきた音楽コンテンツの生産体制や音楽産業のあ

り方自体も､ 音楽コンテンツのデジタル化や音楽配信の登場によって大き

く変わりつつあり､ 当然､ 音楽産業の地理的展開も大きく影響を受けてい

くと考えられる｡ 本章では､ まず､ デジタル化によって現在直面している

音楽産業の変化の状況について概観し､ それを踏まえて今後の地理的な展

開の方向性について検討する｡

３－１. 環境の変化がもたらす音楽産業への影響

これまで音楽産業は円盤式レコード (グラモフォン)､ ��といったパッ

ケージの制作・販売を中心に発展してきた｡ しかし､ 1990年代以降､ P

Cの普及､ インターネットの登場､ 携帯電話機能の拡張等のデジタル音

源をより自由に消費する環境が整備されてきたことによってその状況は

大きく変わり､ 現在では､ 配信サービスによるダウンロードやコピーに

よるシェア等の普及によってアルバム��を中心にパッケージの売り上

げは大きく低下している｡ 特に､ 2003年にアップル社が音楽配信サイト

���������������(����) を開始して以降配信ビジネスは本格化し､

2008年には������はウォルマートに次ぎ全米２位の音楽小売業者になっ

ている｡ 国内では､ 携帯電話への音楽配信を中心に売り上げを伸長し､

2006年には､ シングル売り上げ実績で音楽配信がシングル��を金額で

初めて抜いている｡ アルバム��も同様に売り上げを低下させているが､
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問題は､ 音楽配信は無料が多く､ 有料の場合でもパッケージに比べて単

価が低く､ 配信が増えても音楽コンテンツ市場全体の縮小を補えないこ

とである｡ パッケージも配信も合わせた音楽コンテンツの販売額は､

2009年時点でピーク時の1998年の３分の２ほどでしかない｡

レコード産業では､ 世界的にも国内的にもこれまでも企業間の合併や

買収が繰り返されてきたが､ 現在では､ このような音楽配信の普及とパッ

ケージ市場の縮小に対応して､ さらに合併・買収を進めつつ (８) ､ 生産

体制の改編や組織の再編､ 大幅な人員削減・配置転換を余儀なくされて

いる｡ 音楽コンテンツの生産体制については､ 生明によると､ かつてレ

コード産業は録音を含む音楽制作､ パッケージの製造､ 販売を他の産業

に依存することなく自己完結的に行ってきたが (生明 �������：���)､ そ

の後､ 制作におけるレコード原盤制作の外部化や企画・宣伝段階におけ

るマネジメント会社やメディアの参入等があって､ 分業化あるいは生産

主体の分散化 (加藤 2010：�54) が進行した｡ 現在では､ とりわけ流通

面においては､ 配信ビジネスの登場によって､ インターネット上で検索

サービス､ 動画サービス､ 販売サービス等を行うネット系企業が音楽配

信・流通のプラットフォームの管理者として参入し大きな影響力を持つ

ようになってきている (９) ｡ そうした中で従来の音楽産業としては､ 新

しいビジネスモデルを追求していくことが求められている｡ クセックと

レオナルト (�������������������) は､ 音楽をめぐる未来像として､

音楽は水のようにいたるところにあり､ 自由に流れていて､ いつでもど

こでも好きなように享受することができるようになるという､ ｢水のよ

うな音楽｣ というモデルを提示している｡ そこでは､ 音楽コンテンツ自

体の経済的価値は大きく低下するため､ 音楽産業の取りうるべきビジネ

スモデルとして､ アーティスト・マネジメントを軸にして､ 音楽コンテ

ンツの制作・販売､ ツアーを含めたライブの企画・運営やマーチャンダ

イジング､ 出版､ スタジオ運営等を複合させたビジネスの展開を提案し

ている (10) ｡ 一種の範囲の経済である｡ 現在では､ まだクセックとレオ
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ナルトが提示しているような状況にはなっていないが､ すでに音楽コン

テンツの価値が全体的には低下する傾向にあり､ 提案されたビジネスモ

デルは一つの方向性を示していると考えられる｡

以上のような状況､ 方向性についての議論は音楽産業のコアとなって

いるような企業とその生産体制についてのものだが､ ネット配信をはじ

めとしてデジタル技術の進化がもたらした音楽を取り巻く近年の環境の

変化及び成果は､ 既存の音楽産業の組織に属さない人たちにも音楽コン

テンツの生産に取り組む機会と可能性をもたらしている｡ このような状

況が生まれる以前から既に､ アーティストが自ら立ち上げるなど､ 既存

の組織に属さず自主レーベルを設立するケースが増えてきていたが､ 20

00年以降､ この動きが加速している｡ これについて津田は次のように説

明する (2010：�186-9)｡ レコード会社は､ これまで音楽コンテンツの

生産において中心的な役割を果たしていたが､ 資金力と全国規模の組織

によって担われてきた主要な３つの機能､ ①アーティストの発掘・支援､

②作品を作るための資金提供､ ③作品を世に広めるプロモーション活動

は､ デジタル技術やインターネットの普及によって今ではレコード会社

でなくても担えるようになってきている｡ ①については､ レコード会社

のスカウトチームに頼らず､ アーティストが直接ウェブサイトや音楽

���で情報発信を行うことで自らを消費者に認知させ売り出し､ さらに

成長していくということができるようになってきている｡ ②については､

プロツールズに代表される様々なソフトウェアによってレコーディング

環境が大きく進化したことで､ 自宅でも��を使って安価にあまり手間

も取られずにスタジオ並みの音源を制作することが可能になった｡ ③に

ついては､ テレビに代表されるマスメディアが急速にメディアとしての

力を失っている中で､ 制作した楽曲をネット上で�������のような���

や�������のような動画サイト､ ツイッターなどのツールを使って､

お金をかけずにプロモーションができるようになってきた｡ これらに加

えて､ 販売面でも､ ネット上で販売を代行するアグリゲータと呼ばれる
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業者と契約することで������などのサイトで音楽コンテンツを販売でき

るようになっている｡ さらには､ アーティストが直接音楽配信プラット

フォームを立ち上げその配信システムを使って､ 楽曲を販売するケース

も現れている (11) ｡ 以上のように､ 現在では､ アーティスト等が既存の

組織に属さず新しくレーベルを立ち上げ､ アーティストをネット上で広

く認知させ､ 低いコストで楽曲を制作し､ お金をかけずにネット上でプ

ロモーションし販売することができるようになってきている｡

ここまで見てきたように､ 現在の音楽産業をめぐる状況は､ 音楽コン

テンツ市場が縮小し既存の音楽産業の収益が低下していくことで､ レコー

ド産業を中心とした生産体制が再編を余儀なくされ､ 他方で､ アーティ

ストを中心に個人あるいは小規模な組織がレーベルを立ち上げ活動する

という動きが活発化している｡ アーティストは､ 今までは多くの場合レ

コード会社に契約 (専属実演家契約) によってしばられていたが (12) ､

このような形で自立するケースが増えてきているのである｡

３－２. 地理的な変化の方向性１：集積性をめぐる議論からの検討

ここでは､ 前節で見てきたような音楽コンテンツの生産をめぐる状況

の変化が音楽産業の地理的展開にどのような変化をもたらすのかについ

て､ 文化産業の立地をめぐる議論も援用して考えてみたい｡

まず､ これまでの音楽産業の立地状況を振り返ってみると､ 音楽コンテ

ンツの生産に関係するアクターは東京に大きく集中している｡ そして､

それは次のように説明されてきた｡ すなわち､ 音楽産業とメディアとは

相互依存関係にあるためテレビをはじめとしたマスメディアが集中して

いること､ 音楽コンテンツの生産に必要な関連機能が集積していること､

輸送費用 (交通・通信・運送費用) の最小化､ 希少かつ特殊な財の性質

を活用､ 専門情報の対面接触による情報交換の必要性という３つの要因

のために各アクターが地理的に近接している必要があること､ 競争力の

ある質の良い音楽コンテンツを生み出すために必要な専門家間の相互作
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用の場をレコード産業が提供していること､ というような要因が働き､

音楽産業のアクターを東京やその周辺に集中させてきたのである｡ では､

現在の音楽産業をめぐる状況は､ このような要因の働きに対してどのよ

うな変化をもたらしているのであろうか｡

これは､ マスマーケットを対象とするのか､ それともニッチのマーケッ

トを対象とするのかによって異なってくる｡ レコード産業や大手のマネ

ジメント会社はマスマーケットを対象とするためマスメディアとの関係

は依然として重要であり､ 基本的には今まで通り東京に立地する方向に

あると考えられる｡ マスメディアの影響力が低下していることも事実で

あるが､ 自立していくアーティストが増え､ ネット上での活動を中心に

したレーベルが次々と生まれ存在感を増大している中では､ 既存の音楽

産業にとってはむしろテレビを中心にしたマスメディアを通じた市場戦

略を続けていくことで自分たちの市場を維持していくことになると考え

られる｡ しかし､ マスマーケットが縮小し収益力が低下しているため､

前節で見たように､ 生産体制を再編し､ 現在よりスリム化した組織にす

ることや､ あるいは､ 新しいビジネスモデルを追求することが必要となっ

てきている｡ そのため､ マスメディアとの近接性以外の要因については､

その持つ意味は今までとは異なるものになると考えられる｡ その中では､

生明が危惧するように､ レコード産業の収益力の低下は､ 得られた収益

を再投資することで支えてきた､ プロフェッショナル集団の相互作用の

場が維持できなくなる可能性があるため､ 専門家の人たちをレコード産

業から解き放つことにもなり､ 彼らにとっては東京にとどまる理由も弱

くなる｡ 他方で､ 現在よりスリム化した組織になる場合､ 多くの機能を

外部から調達する必要が出てくるため､ 音楽コンテンツ生産に必要な関

連機能の集積の存在とそれへの近接性は今よりも重要性が高まってくる

と考えられる｡

これに対して､ デジタル技術とネット環境の発達によって､ アーティ

ストが自立できる可能性が高まり､ アーティスト本位の自主レーベルが
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続々と生まれてきており､ 彼らはこれまでと比べてレコード産業から大

きく解放されるようになってきている｡ レコード産業の影響力の低下も

この傾向に拍車をかけているといえよう｡ では､ 解放された､ あるいは

自立したアーティストやレーベルの立地選択はどのようなものになるの

であろうか｡ 彼らの多くは､ ニッチマーケットを対象としており､ 自ら

がネットを主要な媒体として情報発信を行っているため､ マスメディア

への近接性はあまり重要ではない｡ また､ 藤本が主張するような情報の

秘匿性､ 管理の重要性については､ やはりマスマーケットを対象として

いるのではないため情報の持つ意味も異なりマスメディアを駆け巡るこ

とも少ない｡ しかも､ アーティストやレーベルにおいては､ 多くの場合､

進化したデジタル技術やネット環境を活用して､ 身近な人たちで制作､

プロモーション等の必要な活動を行うため､ この要因が持つ意味は大き

くない｡ 輸送費用も同様の理由であまり問題とならない｡ しかし､ メジャー

なレコード産業がスリム化していった場合以上に､ 自立したアーティス

トやレーベルは大多数が個人あるいは少人数の組織で構成され非常に限

定された機能しか持たないので､ 自分たちが備えていない必要な機能は

外部調達するために､ 立地する地域に関連機能が集積していることは重

要であると考えられる｡ ここまで検討してきたところによると､ 自立し

たアーティストやレーベルが活動場所の選択において東京にこだわらな

ければならない積極的な理由を見出すことができない｡ では､ 彼らは分

散していくのか､ あるいは､ 新たに特定の都市に集中することになるの

であろうか､ この問題について改めて考えてみたい｡

音楽産業を含めた文化産業の立地あるいは地理的分布については､ 一

定の地理的集積性を示す傾向にあると論じられている｡ 基本的に産業の

地理的集積については､ 外部経済の働きにより説明される｡ 同業種の企

業が集積することで､ 投入費用の節減や共通の労働市場の利用､ 漏出し

た知識の獲得などのメリットが得られる｡ 現在では､ 企業や関連するア

クター間に相互作用のあるネットワーク的関係を基礎とした産業集積と
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して産業クラスターが取り上げられ､ そのメリットが論じられている｡

パワーとスコット (�����������������：����) は､ このような議論

を踏まえながら文化産業の制作過程や生み出す製品の特徴を考慮して､

文化産業が地理的に集積する要因として､ 相互関連した企業や労働者間

の近接性から得られる経済的効率性､ 密接な相互作用の中から生まれる

学習過程や創造的なエネルギー､ 製品に体化されている地域文化的記号

がもたらす場所特殊的競争優位の存在を挙げている｡ さらに､ こうした

文化産業の集積や関連する人材のプールが有能な人材を引きつけること

になると論じている｡ これらの要因は､ 音楽コンテンツの生産に関わる

アクターである､ レコード会社やマネジメント会社､ 関連する文化産業

の企業､ アーティストが東京に集中してきたことを説明する｡

パワーとスコットがあげる集積要因の中で､ 学習過程や創造的エネル

ギー､ 地域文化的記号に関わる場所特殊的競争優位は文化産業に特有の

要因でそれぞれ創造性､ シンボル性を生み出すものとされ､ この産業が

生産する文化商品における創造性やシンボル性の持つ価値の高さから企

業や人材を引きつける要因と捉えられている｡ 今までの集積理論が主に

検討してきた費用低減を中心とする単純な経済的効率性は､ メジャーな

音楽産業においては依然として大きな意味を持つものの､ デジタル技術

やネット環境を活用して自立するアーティストやレーベルにおいては集

積を促す要因としての意味は下がってきている｡ 彼らは､ 経済的効率性

という意味においては都市の持つ集積性に依存するよりも､ インターネッ

トを使ってその中で収益を拡大し費用を削減するためのビジネスの方法

を模索検討している｡ それに対して､ 創造性は､ アーティストやアーティ

スト本位のレーベルにおいては活動の本質であり最大の資源でもあり､

事業活動において組織資源のような他の経営要素が乏しいため彼らにとっ

てはその価値はさらに高いものとなっている｡ 地域に関わるシンボル性

も､ 文化商品におけるイメージの持つ意義から､ 音楽コンテンツに付加

価値をつける重要な資源となっている｡
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このような議論は､ 音楽産業において今後も特定の地域に一定の集積

が見られる可能性を示唆する｡ これは裏返すと､ このような要因を備え

ていることが､ 音楽産業が集積するための地域としての条件ということ

になる｡ これらの要因の中でも､ 今後ある地域が音楽産業の集積を形成

していく場合､ 上述したように創造性を生み出す要因が問題となってく

る｡ これについては､ 創造性を生み出す環境あるいは都市の議論として､

近年盛んに論じられてきた｡ そこでは､ そのような要因として､ 産業や

人材等の多様性､ 多様なアクター間のネットワーク的関係､ 文化インフ

ラの充実､ 教育・研究機関の集積､ 創造的営為を支える制度・慣行・雰

囲気等の社会文化的環境等が挙げられている｡ これらは多くが､ 比較的

に大都市において求めやすい要素である｡ 中でも多くの論者が取り上げ

る多様性や､ フロリダ (�����������) が創造的人材を引きつける環境

のもっとも重要な要素として挙げている解放性や寛容性などの社会的雰

囲気は､ 大都市の中にこそ (後者については都市の中の一部地域におい

て) 見出しやすいということができる｡ 東京は､ マスメディアの集積と

いうマスマーケットを対象とするメジャーな音楽産業にとって非常に重

要な要素に加えて､ これらの創造性を生み出すことに関わる要因やパワー

とスコットが論じる文化産業の集積要因を備えており､ 今後も依然とし

て音楽産業を構成するアクターの一大集積地であることには変わりない

と考えられる｡ その一方で､ パッケージ商品のマスマーケットの縮小と

メジャーなレコード会社の収益力の低下とそれによる影響力の低下､ ネッ

ト配信の増加という現在進行している状況から､ アーティストや小規模

なレーベルを中心に東京から分散していく可能性も考えられるが､ その

場合､ 上述のような文化産業一般の議論から判断すると､ 大都市 大

阪､ 名古屋､ 横浜､ さらには京都､ 神戸､ 福岡､ 広島､ 仙台､ 札幌等

が活動の拠点として選択される可能性が高いことになる｡ ただ､ これは

文化産業一般の議論に基づく考察結果であり､ 音楽産業については､ 自

立するアーティストやレーベルにとって､ そのような大都市の持つ要素
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がどれだけ重要なのか､ 現在のアーティストの音楽コンテンツを制作す

る環境のもつ意味を十分に考察した上で､ 検討する必要がある｡

もう一つアーティスト等の地理的展開について考えるとき検討しなけ

ればならないのは､ 地域の生み出す文化やイメージである｡ 先述したよ

うに､ パワーとスコットも地域文化的記号がもたらす場所特殊的競争優

位について言及しているが､ スコット (�����2000) は､ 文化産業の立

地条件の一つとして､ 商業化することができる文化やイメージの蓄積を

挙げている｡ この点については､ 後藤 (2013：�42-3) は､ 日本の文化

産業の研究ではほとんど扱われていないと論じているが､ 音楽産業に関

しては､ 英国や米国では地域の音楽についての議論において重要な要素

として扱われており､ 国内でも増淵 (増淵�����������) が同様の視点か

ら論じている｡ すなわち､ ローカリティが生み出す文化という視点であ

り､ 地域の文化から音楽コンテンツを構成する価値が創造されるという

ことである｡ この視点に立つ場合､ 音楽の創造に結びつくような文化を

持っている､ あるいは現在生み出している地域には､ 限られた大都市で

なくてもアーティストやレーベルが生まれ､ 立地する可能性を見ること

ができるのではないであろうか｡

３－３. 地理的な変化の方向性２：現在の動向からの検討

さて､ ここまで文化産業の立地についての理論的主張も交えて音楽産

業の地理的展開の方向性を検討してきたが､ ここでは現在起こりつつあ

る音楽産業の立地動向を見ることでこの問題について考えてみたい｡ 外

国の状況については米国とカナダの近年の研究結果を検討し､ 国内につ

いては個別の具体的な動きを取り上げる｡

まず､ 米国については､ リチャード・フロリダが中心になって近年行っ

た２つの研究結果 (���������������������；�����������������) から

得られる示唆を検討してみたい｡ これらは､ 1970年からの30余年にわた

る米国における音楽産業の地理的分布の変化について研究したものであ
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る｡ 参考となる主な発見は次の通りである｡

・ミュージシャンも音楽産業も一部の都市への集中を見ることができる｡

これは､ 音楽産業に特に顕著で､ プロのミュージシャン､ アマチュア

のミュージシャンとなるに従ってその傾向は弱くなる｡

・ミュージシャンは､ 1970年以降一部の都市に集中する傾向にあったが､

90年以降2000年にかけては低下している｡ 他方で､ メジャーなレコー

ド産業は1970年代以降一部の都市への集中性が低下してきたが､ 90年

以降2000年にかけてはほとんど変化がない｡

・ニューヨーク､ ロサンゼルスという2つの巨大都市は音楽産業の主要

センターとしてゆるぎない地位を維持しているが､ これらに加えてナッ

シュビルが主要センターとして台頭してきた｡ その一方で､ シカゴな

どの有数のセンターは集積性を低下させている (以上､ �������������

����)｡

・デジタル化の影響が大きくなる中で､ これらの主要な音楽センターは､

その生産と流通において果たす役割と地位を強化しようとしている｡

・他方で､ 小規模の音楽センターはデジタル配信やソーシャルメディア

の力によってミュージシャンが離れた地域から活動に参加できるよう

になってきたため､ その地位を強化することが可能になっている (以

上､ ���������������������)｡

・他の文化産業と同じ地域に立地し相互作用することから生じる範囲の

経済は音楽産業やミュージシャンの集中に大きな役割を果たしている｡

・また､ レコード産業にはかなりの経路依存性を見ることができる｡ こ

れは､ コンテンツ制作のためのハードウェアやインフラのための固定

費用によるものと思われる｡

・ミュージシャンは音楽産業とはゆるく結びついているが､ かなりの立

地上の自由度を持っており､ コンテンツのダウンロードが一般化して

以来この傾向が加速化されている｡

・そのため､ ミュージシャンは非常に可動的といえるが､ 時間とともに
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集積する傾向を持ち､ 三大センター以外ではクラスターの離合集散が

起こっている (以上､ �����������������)｡

・このようなミュージシャンの動きはランダムでどこでも起きる性質の

ものではなく､ 特定のジャンルにおける特定の場所に存在する特定の

音楽シーンをめぐって起こっている (���������������������)｡

このような結果を解釈して日本国内に適用しようとするとき最も注意

すべきは､ 特定の都市への集積性の程度の大きな違いである｡ 米国では

ニューヨーク､ ロサンゼルスとナッシュビルが３大音楽センターとして

高い集積性をもっているが､ それでも2000年時点においてレコード産業

で39％のシェアであり､ プロのミュージシャンで12％のシェアに過ぎな

い｡ 10大センターに広げても､ それぞれ53％､ 27％に過ぎない｡ 日本に

おいて東京が圧倒的なシェアを占めているのとは事情が大きく異なるの

である｡ このことを踏まえて､ この研究結果から日本国内の今後の変化

の展望に対して示唆されるのは次の点である｡ 第一に､ 三大音楽センター

はその集積地としての位置を維持している｡ 第二に､ レコード産業はデ

ジタル化の影響が出始めて以降も大集積地にとどまる傾向にあるのに対

して､ ミュージシャンは分散する傾向にある｡ 第三に､ 分散したミュー

ジシャンが新たに集積する場合､ 特定の音楽シーンがある地域に集積す

る動きを示している｡

カナダについては､ ラクス等 (���������������) が､ ミュージシャ

ンの立地選択に関してトロントとハリファックスの２つの都市の比較を

行い､ どのような要因が影響しているかについて研究を行っている｡ そ

こでは､ まず､ デジタル技術の発展とそれによるパッケージの売り上げ

の低下､ レコーディング契約の減少という状況によって独立系のミュー

ジシャンが増え､ 音楽産業の伝統的なセンターからの拘束を受けなくなっ

てきているという認識を前提に､ ミュージシャンの立地動向を調べてい

る｡ そして､ 次のような結論をまとめている (13) ｡ デジタル技術が音楽

産業の伝統的なビジネスモデルや組織構造を変えた結果､ 増大する独立
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系のミュージシャンは､ まとまりがあり協力関係を持つような音楽シー

ンを有し､ 収入の不安定性を抱えていることから経済的に生活しやすく

社会的ネットワークが充実した都市を選択するようになってきている｡

そのため､ 今まで人材のインキュベーターとしては数えられてこなかっ

た小さな地域がミュージシャンの活動場所となってきている｡

ここで､ 国内のアーティストの立地選択に関わる具体的な動向も押さ

えておきたい｡ ３－１で見てきたように､ 日本国内でも自立したアーティ

ストが増えてきているが､ その中には地方に拠点を置いて活動をするも

のも現れている｡ 沖縄の����������� (オレンジレンジ) や

��������� ( モンゴル 800) ､ 北海道の���� ( ゾーン ) や

����������(ホワイトベリー)､ 宮城県の�����������(モンキー

マジック) や��������� (ハイファイキャンプ)､ 福島県の������

(グリーン) 等､ 全国的なヒットを飛ばしたグループも出てきている｡

しかし､ 地方に拠点を置いているといっても､ 音楽制作を東京で行って

いるのであれば地方で活動を行っているという意味は弱く､ いずれ東京

に吸収されてしまう可能性も十分にある｡ 地方で音楽制作を行っている

ことが重要なのであり､ その意味において地元で音楽制作を行うレーベ

ルが求められるのである｡ この点において､ 沖縄県では戦後も沖縄の伝

統の音楽が根強く維持され､ そこに戦後の米軍の統治以来の米軍基地の

影響が絡んで､ 東京を中心とした日本のポピュラー音楽からは距離を置

いた独自の音楽文化が形成されてきたため､ 比較的早い時期から地元の

レーベルが音楽制作を自前で行ってきた｡

沖縄県の場合は歴史地理的な特殊性が地域に拠点を置いたレーベルを

育んできたといえる｡ それ以外の地域では宮城県の仙台市に拠点を置く

エドワード・エンターテインメント・グループが先進的な取組みを行っ

ている｡ 同社は2004年に事業を開始し､ 先述の�����������や�����

����､ ������などのアーティストを抱え､ 音楽コンテンツの制作・

販売､ アーティスト・マネジメント､ アーティストのプロデュース及び
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育成､ イベントの企画・運営､ マーチャンダイジング､ 著作権の管理､

レコーディングスタジオの管理・運営､ ライブハウスの運営等､ クセッ

クとレオナルトが提案したような複合的な音楽事業の展開をしてい

る (14) ｡ 売上げの構成は､ 音楽コンテンツの販売が70%近くを占め､ 残

りがコンサートの企画・運営､ グッズ販売等になっている｡ 同社の社長・

金野誠氏は､ 仙台に音楽事務所を構え活動を展開していることについて､

いずれ東北出身のアーティストに東北のローカリティを持った活躍がで

きる場を提供したいという希望を持っていたが､ デジタル化によるデー

タ管理の時代に入ったこと､ レコーディング機材が低価格化し地方でも

レコーディングスタジオを構えることが難しくなくなったことにより､

東京の都心部でなくても音楽制作活動が可能になったと説明する (15) ｡

プロモーションのためには､ やはりメディアの役割は重要で､ 地元のテ

レビ局､ ラジオ局､ インターネットのニコニコ動画等を利用している｡

仙台に活動の拠点を置くメリットについては､ アーティストにとっては

住み慣れた場所､ あるいは東京とは異なる生活時間､ 生活しやすい環境

での生活を享受できること､ 音楽事務所にとってはプロモーション等の

全国展開のためにはやはり東京のマスメディアを活用せざるを得ないが､

その場合東京への移動が２時間程度で済むという利便性が確保できるこ

とを挙げている｡ このエドワード・エンターテインメント・グループの

ような活動は難しいものの､ 地方でも自立したアーティストを中心に自

主レーベルがたくさん立ち上がってきている｡ ただし､ 活動内容・規模

は様々であり､ 今後このような動きをより詳細に把握していく必要があ

る｡

また､ 札幌市に拠点を置き自分たちでレーベルを立ち上げ活動してい

るザ・ブルーハーブというヒップホップバンドがあるが､ 彼らは東京に

行き音楽が全国的に売れ成功するという､ これまで見られたサクセスス

トーリーを目指すのとは異なるオルターナティブな活動のあり方を自ら

の音楽の中で歌っている｡ 彼らは､ アーティストとしての活動において
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自分たちを支えてくれる仲間や自分たちが住んでいる街に高い価値を置

いているのである｡ このような地方での動きは､ 必ずしも最近のデジタ

ル技術やネット環境を活用した新しい活動スタイルを反映したというも

のではないが､ アーティストやレーベルが地方に活動拠点を置いて活動

を展開していく可能性について示唆を与えている｡

以上本節で見てきたところを整理したい｡ まず､ 米国とカナダの研究

から得られた主要な主張は､ 前節で国内について議論してきたことと概

ね合致している｡ 注目すべき見解としては､ ミュージシャンについては

プロだけでなく､ アマチュアも音楽産業の重要な構成要素として捉えて

いること､ 音楽シーンがミュージシャンの集積において核となる可能性

を見ていること､ 大都市でなくても新たな集積地としての可能性を見て

いることが挙げられる｡ 次に､ 国内においても､ 地方においてアーティ

ストが活動を展開するケースが増えつつあること､ また､ 音楽コンテン

ツの制作やマネジメントを行うレーベルがまだ少ないものの地方に現れ

ていることが確認できた｡ これらを踏まえ前節の議論も含めて論じると､

日本の今後の音楽産業の地理的展開の動向について推論されるのは､ 東

京は依然として音楽産業の大集積地としての位置は変わらないとしても､

ミュージシャンを中心にアーティストや新しく立ち上がるレーベルは､

活動拠点の選択において必ずしも東京にこだわらない可能性があるとい

うことである｡ その場合､ 大都市に優位性があるが､ それ以外でも音楽

の創造に結びつくような地域の文化を持っている地域やアーティストに

とって住みやすい地域が選択されることも考えられる｡

４. 日本の音楽産業の今後の地理的展開
についての検討

本章では､ ここまでの議論に基づいて日本国内の音楽産業の今後の地理
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的展開についての展望を提示し､ それに対して検討を行う｡

音楽産業の今後の地理的展開の展望については既に前章末でも論じたと

ころであるが､ ここでは前章までに行った考察結果を整理し推論として改

めて次のように提示したい｡

１. レコード会社を中心に東京での集積が続くが､ レコード会社はコン

パクトな形の事業展開となり､ その影響力は低下し､ 自立するアーティス

トや独立系のレーベルが増え､ 分散が起こる｡

２. アーティストやレーベルの分散が起きるとしても､ 特定の地域への

集積が生じる｡ その場合､ 集積は､ 地方圏では福岡や札幌､ 仙台などの少

数の大都市や特別な音楽文化を持つ一部の都市に見られるようになる｡

この２つの推論に対して､ 簡単に説明を加えたい｡ まず､ １については､

依然としてマスマーケットを対象とする場合､ プロモーションにおけるマ

スメディアの力は強く､ レコード会社はマスメディアの集積する東京に立

地を続けていくことになる｡ 彼らにとって専門情報は依然として重要であ

り､ 藤本が論じているように専門情報の対面的な接触による交換も続くこ

とになるであろう｡ しかも､ フロリダらが強く主張する経路依存性がはた

らくと考えられる｡ これまでの活動を通じて形成してきた様々な人的ネッ

トワークや固定費用等の存在があるからである｡ また､ 他産業の集積､ と

りわけ関連する文化産業の集積､ 多様な専門的人材の存在等､ 東京には集

積するだけの魅力が多く備わっている｡ その一方で､ パッケージ・コンテ

ンツの売り上げの低下や音楽配信の増加によってレコード会社の収益力の

低下は否めず､ コンパクトな形で事業を再編していくことになる｡ レコー

ド会社の影響力が低下することで､ 既に起こっているアーティストの自立

や独立系のレーベルが立ち上がる動きが加速していくことになる｡ 彼らは

デジタル技術やネット環境を活用することで音楽制作やプロモーション活

動のかなりの部分を自分たちだけでできるため､ 東京にいなければならな

いという必然性がない｡ そのため､ 東京からの分散 (新たに東京以外の地
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域で立ち上がるというケースを中心に) が増えていくと考えられる｡

次に､ ２については､ 自立したアーティストやレーベルは､ 特定の地域

を立地選択することになるため､ 必然的に選択された地域において集積が

起こると考えられる｡ 創造性を刺激したり､ 育んだりするような環境を選

択する傾向があると考えられる｡ そのため､ そのような環境を構成する要

素を備えている大都市がアーティスト等の集積地となる可能性が高い｡ ま

た､ 自立したアーティストやレーベルは多くの場合非常に限定された機能

しか持たないので､ 必要な機能を外部調達するため､ 大都市のように関連

機能が集積していることも拠点として重要である｡ しかし､ 比較的小規模

の都市でも､ 音楽の創造に結びつくような文化を持っている､ あるいは現

在生み出している地域や､ アーティストにとって住みやすい地域､ 生活の

魅力を感じる地域にアーティストやレーベルが生まれ､ 立地する可能性を

見ることができる｡

ここに提示した展望は､ 現在起こりつつある音楽産業を取り巻く環境の

変化による影響の考察を､ ここまで見てきた音楽産業や文化産業一般の立

地や集積性に関する議論及び近年の研究成果に基づいて組み立てたものの

であり､ 検討すべき論点を含んでいる｡ 本稿では､ それらすべてについて

論じることはできないため､ ここでは､ そのうち主要な２点にしぼって検

討してみたい｡

まず､ 議論の出発点としてアーティストが東京から分散する可能性につ

いて再度考えてみたい｡ レコード会社の影響力が弱くなり､ アーティスト

が自立できる､ あるいは自立を余儀なくされる状況が現れつつあるとして

も､ 東京以外に活動の拠点を求めるという可能性はどう考えたらいいので

あろうか｡ 東京はこれまで音楽産業がアーティストも伴って集積してきた

だけでなく､ 他の文化産業や情報産業､ 文化・研究・教育機関が集積して

きた｡ また､ 余暇・娯楽活動のための環境や消費環境も優れている｡ アー

ティストにとっては､ 音楽活動する上でも､ 生活を送る上でも非常に魅力

的な環境である｡ このような環境から離れて他の地域で活動するためには､
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音楽活動を成り立たせるための環境条件に加えて､ 音楽以外に生計を支え

る仕事が得られる可能性､ 東京の魅力に代わるオルターナティブな魅力が

見出せなければならない｡ これらはアーティストが分散するための条件と

いうことができる｡ すると､ 第一の条件はこれまで論じてきた､ 創造性を

育む環境であり､ 音楽の事業活動をサポートする環境である｡ 第二の条件

は､ アーティストとして活動を行うことに伴うリスクや少ない収入の可能

性に関わることである｡ これが意味するのは､ アーティストとして活動を

行っていても､ 他の仕事を続けるか､ あるいは､ 失敗した場合に受け皿と

なる仕事を確保しなければならないということである｡ 英国の調査による

と､ アーティストが生計の主たる手段として音楽活動を行っている期間は

非常に限られている｡ 音楽活動が英国ほど盛んではない日本ではその傾向

はなおさら強いと考えられる｡ そのため､ 音楽以外の仕事を確保できる可

能性は非常に重要である｡

第三の条件には､ 低い生活コストや住みやすさ､ 自然に囲まれている等

の東京にはない生活環境､ 魅力のあるコミュニティ､ 東京とは異なる文化

等が考えられる｡ 多くのアーティストにとってこのような条件を満たして

いると判断される地域が見出せる場合､ 分散 多くの場合は東京から移っ

てくるというより現在生活している地域で活動を始めるという形で が

進んでいくのではないか｡ 分散の受け皿の存在が重要であるということで

ある｡ なお､ この判断においては､ 生活上の魅力をどう見るかが一つの重

要なポイントであり､ そこには先述の金野氏の言葉やザ・ブルーハーブの

活動に見られるように､ アーティストのライフスタイルが関わってくると

思われる｡ この問題は､ フロリダが早くから論じてきたところである｡ フ

ロリダは､ 都市の発展は創造的な能力を持った人材 (フロリダはこれをク

リエイティブ・クラスと呼んでいる) の存在によって左右されるとする議

論の中で､ 彼らは自分たちの好む生活環境を備えた都市を選択し移動する

傾向があると主張してきた｡ フロリダの主張は､ 都市の発展が過度に個人

の生活上の選択行動に依存することになるとして批判も受けてきたが､ 現
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在の音楽産業やアーティストが直面している状況に該当するように思われ

る｡ この地域的な選択行動において実際に生活環境という観点がどれだけ

意味を持つのか､ そこではどのような条件がはたらくのか等について詳細

な検討が必要である｡

次に､ 地方においても大都市がアーティストの活動拠点として選択され

る可能性が大きいのであれば､ 大都市の持つどのような点に優位性がある

のかについて考えてみたい｡ 上述したような自立していくアーティストは､

多くはアマチュアともプロともいえない人たちである｡ 今までは母体とし

てアマチュアの活動があり､ 活動を続けていく中からプロとして成功して

いくという道筋が一般的だったが､ 現在では､ 繰り返し言及しているよう

にデジタル技術を使って音源を制作し､ それを�������や�������など

を使ってネット上でプロモーションすることができるようになってきてい

るため､ アマチュアでいながら､ あるいはアマチュアからいきなりアーティ

ストとして楽曲の販売に成功するというケースが増えてきている｡ また､

日本ではあまり目が向けられていないが､ フロリダらが論じているように

英米の研究者が取り上げるのは､ 多くのアーティストはアマチュアであり､

あるいは､ セミプロであったり､ プロとしてはパートタイマーであったり

しているケースが多く､ 純粋にプロとして活動している人たちは限られて

いるという事実である｡ そうした場合､ アマチュアたちの音楽活動が盛ん

に行われているような地域､ ライブハウスのような演奏会場や (16) 多くの

人が集まる場所があり､ 大学があり､ 学生のたまり場があるような地域が､

アーティストが生まれ育っていく環境ということになる (17) ｡ 音楽の創造

性もこのような環境で育まれるのである｡ パワーとスコットが文化産業の

集積要因の一つとして挙げた､ 密接な相互作用の中から生まれる学習過程

や創造的なエネルギーはこのような場所で展開され､ 獲得されるのである｡

見方を変えると､ このような場所には音楽の生産者 (予備軍) のプールが

あるということになる｡

ここにも東京は高い優位性を持っているが､ 地方でも､ 福岡や仙台､ 札
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幌のように､ 人口が多く､ とりわけ多くの学生を抱えている地方の拠点都

市にはそのような人材の集積を見ることができる｡ 実際にも､ 福岡は戦後

多くのアーティストを輩出してきた｡ ここで､ アーティストが活動拠点を

探す場合､ 上述したように立地選択上の判断においてライフスタイルが重

要であるとしても､ 新しく別の場所を探すということは稀であり､ 多くの

場合現在の活動場所か東京かという選択においてライフスタイルが判断材

料に入ることになる｡ また､ アーティストとしての活動に伴うリスクを考

えれば､ 他の仕事を確保できることは重要であるが､ その点でも大都市に

は多様で厚い就業機会があるため､ 生計上の問題は解決しやすい｡ このよ

うに地方の大都市には､ 多くのアマチュア・アーティストが活動を行って

いるため人材の集積があり､ また､ アーティストが活動拠点を選択するた

めの条件として先述した､ 音楽活動を成り立たせるための環境条件､ 音楽

以外に生計を支える仕事が得られる可能性という条件も満たしており､ アー

ティストの分散先の拠点地域となりうる可能性を持っているということに

なる｡ ただし､ ここでの議論は､ 地方の大都市の持つアーティストが集積

する可能性について論じたに過ぎない｡ ある程度の集積は見込めるとして

も､ そこからどう発展できるかについては､ 仙台でレーベルを運営してい

る金野氏の言葉にもあるように今後も大集積地である東京との関係を考慮

に入れる必要があり､ その点において地方圏に存在することのデメリット

についても検討する必要がある｡

なお､ 比較的小規模の都市でもアーティストが集積する可能性を持つた

めの条件として､ 特別な音楽文化を持っている､ あるいは音楽の創造に結

びつくような文化を持っていることについて言及しているが､ このことは､

フリスら (������������������) の地域の音楽文化に関する議論やフロリダ

とジャクソン (������������������������) の地域の音楽シーンへの言及

にも見られるように､ 重要な問題を含んでいる｡ フリスらは､ 自治体の音

楽産業政策について論じる中で､ 音楽が地域において産業として発展する

ためには､ その前に音楽文化がその地域に根付いていることが必要である
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と論じている｡ 音楽に経済的な役割を期待するとしてもその経済的価値は

音楽の文化的価値から生まれるものであり､ 地域の音楽文化は､ その文化

的価値の形成に関わるものである｡ 地方都市において音楽産業が発展する

可能性や条件を検討するためには重要な論点であろう｡ 別途十分に論ずる

必要がある｡

５. まとめと課題

本稿は､ 文化産業が地方において発展する可能性に対する関心に基づき､

その一分野として音楽産業を取り上げ､ デジタル技術の進展とネット環境

の発展が音楽産業の地理的展開にどう影響を与えるかについて検討したも

のである｡ そのため､ まず､ 音楽産業のこれまでの地理的分布状況につい

てレコード産業を中心に東京一極集中にあることを確認し､ また､ 音楽コ

ンテンツのネット配信が増加しパッケージ販売が低下することで音楽産業

の中心であるレコード産業の収益力が低下し､ 音楽コンテンツの生産体制

が再編され､ 自立するアーティストや独立系のレーベルが増加しているこ

とを確認した｡ この理解に基づいて､ 次に､ 音楽産業の今後の地理的展開

について､ この産業の東京一極集中を説明する要因への影響を検討し､ 文

化産業の集積性をめぐる議論に基づいて音楽産業の今後の集積あるいは分

散の可能性を検討した｡ さらに､ 現在起こりつつある音楽産業の地理的展

開の動向について､ 米国とカナダの近年の動向に関する研究成果及び国内

の個別の具体的な動向について検討した｡

その結果として日本の音楽産業の今後の地理的展開について次のような

推論を引き出した｡ 第一に､ レコード会社を中心に東京での集積が続くが､

レコード会社はコンパクトな形の事業展開となり､ その影響力は低下し､

自立するアーティストや独立系のレーベルが増え､ 分散が起こる｡ 第二に､

アーティストやレーベルの分散が起きるとしても､ 特定の地域への集積が
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生じる｡ その場合､ 集積は､ 地方圏では福岡や札幌､ 仙台などの少数の大

都市や特別な音楽文化を持つ一部の都市に見られるようになる｡

このような推論を構成する論点の中から､ アーティストが東京から分散

するための条件､ 分散する先としての大都市の持つ優位性の２点に絞って

次のように検討した｡ まず､ 東京は､ アーティストにとっては音楽活動す

る上でも､ 生活を送る上でも非常に魅力的な環境であるため､ このような

環境から離れて他の地域で活動するためには､ ①創造性を育む環境､ 音楽

の事業活動をサポートする環境のような音楽活動を成り立たせるための環

境条件､ ②音楽以外に生計を支える仕事が得られる可能性､ ③東京の魅力

に代わるオルターナティブな魅力の存在､ の３点が見出せなければならな

い｡ 次に､ アーティストが活動拠点を探す場合新しく別の場所を探すとい

うことは稀であり､ 多くの場合現在の活動場所か東京かという選択になる

ため､ アマチュアたちの音楽活動が盛んに行われ､ アーティストが生まれ

育っていく環境が活動拠点となる可能性を持っている｡ 地方でも､ 福岡や

仙台､ 札幌のように､ 人口が多く､ とりわけ多くの学生を抱えている拠点

都市にはそのような活発な音楽活動を見ることができる｡ 地方の大都市に

は､ このように人材の集積があり､ また､ アーティストが活動拠点を選択

するための条件のうち､ 音楽活動を成り立たせるための環境条件､ 多様で

厚い就業機会があるため音楽以外に生計を支える仕事が得られる可能性と

いう条件も満たしており､ アーティストの分散先の拠点となりうる高い可

能性を持っているということになる｡

本稿の以上のような検討を通じて浮かび上がってきた論点､ あるいは十

分に論じられなかった論点があるため､ 課題として挙げておきたい｡ 第一

に､ アーティストの立地選択における条件の一つとして挙げた､ 東京の魅

力に代わるオルターナティブな魅力として､ 生活上の魅力について言及し

た｡ このような生活環境という観点が彼らの立地選択においてどれだけ重

要であるのか､ そこではどのような条件がはたらくのか､ その場合､ アー

ティストのライフスタイルがどう関わってくるのか等について､ 実際にアー
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ティストにヒアリングする等によって追究する必要がある｡ 第二に､ 地方

の大都市がアーティストの集積地として発展する可能性については､ 今後

も大集積地である東京との関係を考慮に入れる必要があり､ その点におい

て地方圏に存在することのデメリットについても検討することが求められ

る｡ 第三に､ 比較的小規模の都市でも特別な音楽文化を持っている､ ある

いは音楽の創造に結びつくような文化を持っている場合にアーティストが

集積する可能性があることに言及した｡ 音楽産業の発展の基礎としての音

楽文化が必要であるということである｡ その意味で今後地方都市において

音楽が産業として発展する可能性を見るためには非常に重要な論点であり

十分に検討する必要がある｡

第四に､ 音楽コンテンツがデジタル化し､ 複製が容易になり商品として

の価値が大きく低下したため､ 逆にライブの価値が増大している｡ 本稿は

音楽コンテンツの生産に焦点を絞り､ 議論を複雑化させないためライブに

は触れなかったが､ 地方において音楽に経済活動としての発展を期待する

のであれば､ 今後ライブ活動の果たす役割に十分に目を向ける必要がある｡

しかも､ ライブ活動は地域の音楽文化の形成においても重要な役割を果た

すものと考えられるため､ 第三の論点に結びついて地方における音楽コン

テンツの生産にも大きく関わってくる｡ 第五に､ 消費者の音楽の生産にお

ける役割について目を向ける必要がある｡ デジタル技術の進歩とネット環

境の発展は､ 音楽産業の生産者側に大きな影響を与えただけでなく､ 消費

者側にも多大な影響を与えている｡ 増田は､ ｢｢消費者｣ を制作者へと編成

し直すようなテクノロジーの効果｣ (増田 2008：�18) に言及し､ ｢｢音楽

のデジタル化｣ は､ 音楽制作と流通､ 媒体と消費の次元で各々進展し､ や

がてかつては強固であった音楽制作と消費とを隔てる境界を次第に曖昧に

してゆく｣ (�������：���) と論ずる｡ これについては､ そのような消費者

の能力に対して疑問を呈する議論もある｡ しかし､ 現在､ 消費者の聴取す

る音楽においては､ 産業側が創り出す音楽の占める割合が下がっており､

プロとはいえない人たち､ むしろ消費者と言える人たちの創り出す音楽が
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ネット上で流通し消費されるようになってきているが､ これは消費という

よりむしろ消費者＝ネットユーザー間のコミュニケーションとなっている｡

このように､ 音楽の聴取の方法､ 楽しみ方も変わってきており､ 今後消費

者側の音楽の生産における役割が増大していくことが十分に考えられるが､

このことが本稿のテーマの上に持つ意味についても検討していくことが必

要である｡

現在､ 国内では､ 大都市圏にとどまらず各地で自主レーベルを立ち上げ

る動きが見られる｡ 本稿では､ 音楽産業が都市の一つの産業として形成さ

れていく可能性を見るために､ このような活動が地方の拠点都市のような

特定の都市に集積する可能性に論点を置いて論じたが､ そのような集積は

しなくても各地域で活動を展開することも当然考えられる｡ 最後に挙げた

消費者の行動ともリンクさせて考えた場合には､ 異なる産業化のあり方や

それに伴う活動拠点の展開のあり方を検討する必要が出てくるかもしれな

い｡ この点については､ 今後の自主レーベルの動きや消費者の音楽制作に

関わる行動の展開によっては新たな議論が求められる可能性もあり､ 注視

していく必要があるといえよう｡

(１) 情報財とは経済財の一種で､ 大平・廣松 (1990：�27) によると次のような

条件を満たす財として定義される｡ ①容易に一つの媒体から別の媒体への記録

または複製が可能であること､ ②複製を行うのに元の財の生産に投入されたほ

どの資源量は必要とされないこと (限界費用がゼロであること)､ ③複製の価

値は元の財と比較して差がないこと｡

(２) やや古くなるが､ プラットの研究 (2000) によると､ コンテンツに関わる文

化産業については､ 英国のうちでもイングランドに限定すると､ ロンドンの雇

用者数はイングランド全体の約１／４を占め､ 日本における関東地方の位置づ

けにある南東地方を加えると､ ロンドン及びその周辺地域で44％を占めること

になる｡
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(３) 増淵は､ 事業所・企業統計調査報告書による産業分類 (小分類) に基づいて､

音声情報制作産業を音楽コンテンツ産業としているが､ 一般的にはレコード会

社として扱われており､ 本稿もそれにならう｡

(４) 増淵によると､ 1970年代以降の国内音楽コンテンツ生産の戦略は､ テレビメ

ディアとの相互依存を軸に組み立てられてきたが､ 当初は��曲を通じて､ 90

年代からはテレビ番組とのタイアップを通じて展開されてきた (増淵 �����)｡

烏賀陽 (2005) は､ このような状況を指して､ レコード産業､ テレビ､ 広告代

理店の産業複合体として捉えている｡

(５) 2007年では､ パッケージ売り上げの約８％のシェアを占めている｡

(６) 音楽コンテンツの生産に関連する産業については､ 詳しくは増淵 (2010：�

132) を参照されたい｡

(７) いわゆる暗黙知が生まれ育っていくために必要な条件に関する議論である｡

これを環境的条件として議論するのが､ 後述する創造的環境あるいは創造的ミ

リュウの議論である｡

(８) 生明 (2012) によると､ 1990年代以降､ IT時代の総合メディア産業としての

覇権を狙う情報コングロマリットが映画､ テレビ､ テーマパークなどと同様に

音楽制作産業に対しても手を伸ばしてきたが､ 上述したようなパッケージの売

り上げ低下を補うほどの有料配信の成長が見込めないことから､ 音楽コンテン

ツ市場の収益性に疑問を感じ現在は撤退している｡ しかし､ その結果､ 音楽制

作企業の経営はそれ自身の独自の自主経営に戻る方向にあるということができ

る｡

(９) 岸 (2010) によると､ ネット上のサービスやそれにかかわる企業は機能別に

①インフラ・レイヤー (���､ ケーブルテレビ事業者などの通信サービス業者)､

②プラットフォーム・レイヤー (上述のネット系企業)､ ③コンテンツ・レイ

ヤー (音楽制作企業､ 映画会社､ ゲーム会社等のコンテンツ制作会社) の３つ

のレイヤーに分類される｡ その中で､ ②プラットフォーム企業が他のレイヤー

に属する企業に比べて大きな収益を上げている｡

(10) 増淵 (2010) は､ このようなビジネスのスタイルは､ イギリスのサンクチュ
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アリグループのとっているビジネスの手法を参考にしているのではないかと指

摘する｡ また､ ジャニーズ事務所のような日本の芸能プロダクション会社 (マ

ネジメント会社) が以前から行っているビジネス手法は基本的にはクセナック

とレオナルトが提案しているビジネスモデルと同様のものであると論じている｡

(11) 津田 (2010) によると､ シンガーソングライターの七尾旅人は､ システム開

発会社の����と共同で��������という音楽コンテンツの配信システムを構

築している｡ このシステムを導入すると､ アーティストは､ 自身の公式ウェブ

サイトにデジタルファイルの販売機能を組み込むことができる｡ ここで画期的

なのは､ このシステムの利用による決済手数料が非常に格安なことで､ ������

などのシステムを使って音楽配信する場合手数料をはじめとしたコストが引か

れて通常アーティストには売り上げの20～50％しか残らないのに対して､ この

システムを使えば5.5％ほどの手数料が引かれるだけで､ 残りはすべてアーティ

ストが手にすることができるのである｡

(12) 増淵 (2010：�133) によると､ 国内では一般的には､ アーティストがマネジ

メント会社との間に契約を交わし､ そのマネジメント会社とレコード企業との

間で専属実演家契約を交わすという､ 三者契約になるということである｡

(13) トロントとハリファックスの比較については次のような研究結果をまとめて

いる｡ 人口250万人 (2006年) を擁するトロントはカナダの一大音楽産業の集

積地であり､ 音楽関係の施設が充実しており､ 大きく厚みのある労働市場を持っ

ているが､ ミュージシャンにとっては､ 非常に熾烈な競争的な環境であり､ 多

様な音楽シーンの間の結びつきもなければ､ 他の文化産業との間の関係も乏し

い｡ また､ 生活費も高く､ ミュージシャンを支えるような社会的ネットワーク

に裏打ちされた市民資本も乏しい｡ それに対して､ ハリファックスは人口36万

人 (2001年) ほどの中規模な都市であり､ 音楽活動は狭い範囲の音楽ジャンル

にとどまるが､ 活動間の浸透性と近接性はミュージシャンの間の協力や創造的

な実験を生み出している｡ また､ トロントとは逆に､ 生活費は安く､ ミュージ

シャンを支える市民資本が充実している｡ そのため､ 独立系のミュージシャン

は､ ハリファックスのような小さくても､ まとまりがあり協力関係を持つよう
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な音楽シーンを有し､ 経済的にも社会的にも生活しやすい都市を選択する傾向

を持っている (���������������)｡

(14) 仙台市では､ まだこのような音楽事業の展開をしているレーベルは続いてな

いが､ 仙台市経済局産業振興課によると2013年７月現在､ 新しく音楽レーベル

を立ち上げる動きが出てきている｡

(15) 2013年７月４日､ エドワード・エンターテインメント・グループ本社におい

て行ったインタヴューより｡

(16) この点において､ ライブハウスは比較的均等に､ 少なくとも東京一極集中で

はない形で大都市を中心に分布しており､ 公共的な場所を含めると､ 演奏会場

については地方においても大きな不利はないということができる｡

(17) ブラウンら (���������������) は､ マンチェスターの音楽シーンにおいて

大量の学生の存在が､ 聴衆としても､ 演奏者としても非常に大きな役割を果た

していることを指摘している｡
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